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該当ページ 修正前 修正後 修正理由 

目次 【地震災害編】目次 

第２章 災害応急対策計画 

（省略） 

第５節 被災者生活支援・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 85 

  第１ 被災者の把握・・・・・・・・・・・・・・・・・・・85 

第２ 避難生活の確保・・・・・・・・・・・・・・・・・・86 

第３ 災害ボランティア活動の支援・・・・・・・・・・・・91 

第４ 被災者ニーズの把握・災害相談対応・・・・・・・・・92 

第５ 生活救援物資等の供給・・・・・・・・・・・・・・・94 

第６ 要配慮者の安全確保対策・・・・・・・・・・・・・・97 

第７ 応急教育・応急保育等・・・・・・・・・・・・・・・100 

第８ 帰宅困難者対策・・・・・・・・・・・・・・・・・・103 

第９ 愛玩動物の保護対策・・・・・・・・・・・・・・・・104 

【地震災害編】目次 

第２章 災害応急対策計画 

（省略） 

第５節 被災者生活支援・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 85 

  第１ 被災者の把握・・・・・・・・・・・・・・・・・・・85 

第２ 避難生活の確保・・・・・・・・・・・・・・・・・・86 

第３ 災害ボランティア活動の支援・・・・・・・・・・・・91 

第４ 被災者ニーズの把握・災害相談対応・・・・・・・・・92 

第５ 生活救援物資等の供給・・・・・・・・・・・・・・・94 

第６ 要配慮者の安全確保対策・・・・・・・・・・・・・・97 

第７ 応急教育・応急保育等・・・・・・・・・・・・・・・100 

第８ 帰宅困難者対策・・・・・・・・・・・・・・・・・・103 

第９ 家庭動物の保護対策・・・・・・・・・・・・・・・・104 
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該当ページ 修正前 修正後 修正理由 

地震-4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震-6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 章 災害予防計画 

第１節 組織と情報ネットワークの整備 

第３ 自主防災組織等の整備 

１．自主防災組織の育成・連携  

(1) 自主防災組織の整備 

町は、自主防災組織の結成や育成を強化し、消防団     

             との連携等を通じて地域コミュ 

ニティの防災体制の充実を図る。   

 

 

 

 

３．ボランティア組織の育成・連携 

(2) ボランティア団体との連携 

  町、社会福祉協議会は、日本赤十字社、ＮＰＯ、中間支援組織

（ＮＰＯ・ボランティア等の活動支援や活動調整を行う組織）等

と                             

          連携し、災害時の活動環境、平時からのボ

ランティアの登録、研修、災害時の活動体制、連絡体制等を整備

する。 

                 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 章 災害予防計画 

第１節 組織と情報ネットワークの整備 

第３ 自主防災組織等の整備 

１．自主防災組織の育成・連携  

(1) 自主防災組織の整備 

町は、自主防災組織の結成や育成を強化し、消防団と自主防 

災組織や防災士等の多様な主体との連携等を通じて地域コミュ 

ニティの防災体制の充実を図る。 

 

 

 

 

３．ボランティア組織の育成・連携 

(2) ボランティア団体との連携 

  町、社会福祉協議会は、日本赤十字社、ＮＰＯ、中間支援組織

（ＮＰＯ・ボランティア等の活動支援や活動調整を行う組織）等

とのネットワーク化を進めるとともに、登録被災者援護協力団

体との平時からの連携を図り、災害時の活動環境、平時からのボ

ランティアの登録、研修、災害時の活動体制、連絡体制等を整備

する。 

 

 

                 

 

 

 

 

 

県地域防災計画

の内容を反映 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県地域防災計画

の内容を反映 
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該当ページ 修正前 修正後 修正理由 

地震-11 

   12 

 

第２節 地震に強いまちづくり 

第１ 防災まちづくりの推進 

４．避難場所・避難所の指定等 

(1) 避難所開設・運営体制の整備 

町は、避難所の開設・運営を適切かつ円滑に運用するため、施 

設ごとの避難所開設・運営マニュアル（使用するスペース・設備 

等を明確にしたもの）の整備、避難所直行職員への避難所開設・ 

運営研修等を推進する。                   

                              

                              

                              

                    

                  

 

 

 

(2) 指定緊急避難場所・指定避難所の指定等 

（省略） 

災害時においてはプール槽の水の生活用水への活用、シャワー 

     機能の一般開放、一時避難施設としての活用を予定 

する。整備後、避難場所の指定を行う。 

第２節 地震に強いまちづくり 

第１ 防災まちづくりの推進 

４．避難場所・避難所の指定等 

(1) 避難所開設・運営体制の整備 

町は、避難所の開設・運営を適切かつ円滑に運用するため、施 

設ごとの避難所開設・運営マニュアル（使用するスペース・設備 

等を明確にしたもの）の整備、避難所直行職員への避難所開設・ 

運営研修等を推進する。また、指定避難所において貯水槽、井戸、

給水タンク、仮設トイレ、マンホールトイレ、マット、非常用電

源、ガス設備、衛星携帯電話・衛星通信を活用したインターネッ

ト機器等の通信機器等のほか、空調、洋式トイレなど、要配慮者

にも配慮した施設・設備の整備に努める。 

 

 

 

 

(2) 指定緊急避難場所・指定避難所の指定等 

（省略） 

災害時においてはプール槽の水の生活用水への活用、シャワー 

・温浴施設機能の一般開放、一時避難施設としての活用を予定  

 する。整備後、避難場所の指定を行う。 

 

県地域防災計画

の内容を反映 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

阿見町中央防災

公園に併設する

温浴施設を計画

に位置付けると

ともに、施設名

称を変更するた

め。 
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該当ページ 修正前 修正後 修正理由 

地震-12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（仮）阿見中央防災公園」災害時の機能及び運営方法 

施設名 機能・役割 災害時の運営方法 

温水プール 生活用水 
プールの水を生活用

水として利用する。 

トレーニング

室 

避難スペース、救援救

護スペース 

一時的な避難スぺー

スや傷病者の応急手

当・救護等のスペー

スとして利用する。 

更衣室・シャ

ワー等      

   

着替えスペース・シャ

ワー      

避難者の着替えスペ

ースやシャワー    

   として利用す

る。 

エントランス

ホール、 

受付・事務室      

   等 

避難スペース、避難場

所の運営管理 

一時的な避難スぺー

スや避難場所の運営

管理スペースとして

利用する。 

テニスコー

ト、公園、駐

車場 

屋外避難スペース、諸

活動の活動 

支援スペース、避難者

駐車場 

一時的な避難スペー

スや諸活動の活動支

援スペース、避難者

の駐車場として利用

する。 

 

 

 

 

 

（仮）阿見中央防災公園」災害時の機能及び運営方法 

施設名 機能・役割 災害時の運営方法 

温水プール 生活用水 
プールの水を生活用

水として利用する。 

トレーニング

室 

避難スペース、救援救

護スペース 

一時的な避難スぺー

スや傷病者の応急手

当・救護等のスペー

スとして利用する。 

更衣室・シャ

ワー等・温浴

施設 

着替えスペース・シャ

ワー・温浴施設 

避難者の着替えスペ

ースやシャワー、入

浴施設として利用す

る。 

ロビー、 

受付・事務室、

談話室等 

避難スペース、避難場

所の運営管理 

一時的な避難スぺー

スや避難場所の運営

管理スペースとして

利用する。 

テ ニ ス コ ー

ト、公園、駐車

場 

屋外避難スペース、諸

活動の活動 

支援スペース、避難者

駐車場 

一時的な避難スペー

スや諸活動の活動支

援スペース、避難者

の駐車場として利用

する。 
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該当ページ 修正前 修正後 修正理由 

地震-13  
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該当ページ 修正前 修正後 修正理由 

地震-14 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震-18 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震-20 

第２ 建築物の不燃化・耐震化等の推進 

１．建築物の耐震化等の推進 

(1) 建築物の耐震化 

 1) 住宅、町有の特定建築物等 

町は、阿見町耐震改修促進計画（令和 3年 4月修正）に基づ 

き、町有の特定建築物の耐震化を推進するとともに、住宅、多 

数の者が利用する建築物、避難路沿道建築物、公共施設の耐震 

化を促進する。 

  

 

第４ ライフライン施設の耐震化の推進 

５．下水道施設の耐震化 

(1) 既存施設の耐震化 

  町は、被災した場合の影響度を考慮して、          

                              

               処理場・中継ポンプ場・幹線管 

渠等の根幹的施設については、より高い耐震性能が保持できるよ 

う配慮する。  

 

 

第５ 地盤災害防止対策の推進 

４．造成地災害防止対策の推進 

県は、造成地の災害防止のため、都市計画法及び建築基準法   

   による開発許可、建築確認等の審査及び当該工事の施工に対

する指導、監督を適切に行うほか、造成後は巡視等により違法な開

発行為の取り締まり、梅雨期や台風期の巡視強化及び注意の呼びか

けを行う。 

第２ 建築物の不燃化・耐震化等の推進 

１．建築物の耐震化等の推進 

(1) 建築物の耐震化 

 1) 住宅、町有の特定建築物等 

町は、阿見町耐震改修促進計画（令和 4年 3月修正）に基づ 

き、町有の特定建築物の耐震化を推進するとともに、住宅、多 

数の者が利用する建築物、避難路沿道建築物、公共施設の耐震 

化を促進する。 

 

 

第４ ライフライン施設の耐震化の推進 

５．下水道施設の耐震化 

(1) 既存施設の耐震化 

 町は、被災した場合の影響度を考慮して、下水処理場及び避難

所等からの重要施設から下水処理場までの管路等について上下

水道一体となった耐震化を図る。処理場・中継ポンプ場・幹線管

渠等の根幹的施設については、より高い耐震性能が保持できる

よう配慮する。 

 

 

第５ 地盤災害防止対策の推進 

４．造成地災害防止対策の推進 

県は、造成地の災害防止のため、都市計画法、建築基準法及び森

林法による開発許可、建築確認等の審査及び当該工事の施工に対

する指導、監督を適切に行うほか、造成後は巡視等により違法な開

発行為の取り締まり、梅雨期や台風期の巡視強化及び注意の呼び

かけを行う。 

町耐震改修促進

計画の更新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県地域防災計画

の内容を反映 

 

 

 

 

 

 

 

県地域防災計画

の内容を反映 



阿見町地域防災計画 地震災害編 新旧対照表（令和８年１０月修正） 

 

7 

 

 

該当ページ 修正前 修正後 修正理由 

地震-23 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震-31 

第６ 危険物等施設の安全確保 

４．放射線使用施設の予防対策 

  （省略） 

(1) 医療法第 25 条第１項に基づく医療監視 

(2) 放射線使用施設（医療機関）に対する医療法施行規則「第４章  

診療用放射線の防護」の規定遵守のための監視結果に基づく指導 

(3) （省略） 

 

 

 

第３節 地震被害軽減への備え 

第４ 被災者支援のための備え 

   （省略） 

１．食料、生活必需品等の供給体制の整備 

(1) 町の備え  

  （省略） 

  また、食料を調達できない場合を想定して、県や他市町村に円

滑に要請できるように、関係機関との連絡・協力体制を整備する。 

                               

                               

                         

なお、備蓄・調達品目は、女性、乳幼児、高齢者や障害者等の

避難行動要支援者、食物アレルギー対策、感染症対策等に配慮す

るものとする。                       

                

第６ 危険物等施設の安全確保 

４．放射線使用施設の予防対策 

  （省略） 

(1) 医療法第 25 条第１項に基づく立入検査 

(2) 放射線使用施設（医療機関）に対する医療法施行規則「第４章  

診療用放射線の防護」の規定遵守のための検査結果に基づく指導 

(3) （省略） 

 

 

 

第３節 地震被害軽減への備え 

第４ 被災者支援のための備え 

   （省略） 

１．食料、生活必需品等の供給体制の整備 

(1) 町の備え 

  （省略） 

 また、食料を調達できない場合を想定して、県や他市町村に円

滑に要請できるよう、関係機関との連絡・協力体制を整備する。

さらに、必要に応じて、備蓄倉庫の整備を実施するとともに、新

物資システム（Ｂ―ＰＬｏ）を活用し、あらかじめ備蓄物資や物

資拠点の登録に努めるものとする。 

備蓄・調達品目は、女性、乳幼児、高齢者や障害者等の避難行

動要支援者、食物アレルギー対策、感染症対策等に配慮するもの

とする。なお、物資の備蓄状況については、年に１回、広く住民

に公表するものとする。 

県地域防災計画

の内容を反映 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県地域防災計画

の内容を反映 
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該当ページ 修正前 修正後 修正理由 

地震-37 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震-40 

 

 

 

 

 

 

第６ 燃料対策 

   （省略） 

１．防災拠点等の燃料確保体制の整備 

町（町民生活部、総務部）は、災害対策拠点施設や災害対策

用車両の燃料調達が困難な場合に備え、本庁舎等への燃料備蓄

を推進するほか、県石油業協同組合土浦支部、県高圧ガス保安

協会江戸崎支部等から災害時の燃料供給を円滑に受けられるよ

う、施設への燃料供給や車両への優先給油の方法等を確認して

おく。                                                               

                              

                                                           

                             

 

 

 

第４節 防災教育・訓練 

第１ 防災教育 

１．一般住民向けの防災教育 

(2) 普及啓発手段 

   （省略） 

3) その他メディアの活用 

 ① テレビ・ラジオ局、ＣＡＴＶ局の番組、文字放送の活用 

                  

② インターネット（ホームページ、メール、ソーシャル・ 

ネットワーキング・サービス等）の活用 

  ③ 地震体験車等の教育設備の活用  ほか 

 

第６ 燃料対策 

    （省略） 

１．防災拠点等の燃料確保体制の整備 

町（町民生活部、総務部）は、災害対策拠点施設や災害対策

用車両の燃料調達が困難な場合に備え、本庁舎等への燃料備蓄

を推進するほか、県石油業協同組合土浦支部、県高圧ガス保安

協会江戸崎支部等から災害時の燃料供給を円滑に受けられるよ

う、施設への燃料供給や車両への優先給油の方法等を確認して

おく。大規模停電発生時には直ちに、あらじめ指定した重要な

施設の非常用電源の設置状況等を踏まえ、非常用電源の稼働状

況を確認するとともに、電源の確保が必要な施設の把握し、自

家発電用燃料の供給等の案を作成することが必要である。 

 

 

 

第４節 防災教育・訓練 

第１ 防災教育 

１．一般住民向けの防災教育 

(2) 普及啓発手段 

   （省略） 

3) その他メディアの活用 

 ① テレビ・ラジオ局、ＣＡＴＶ局の番組 

② ビデオ、ＤＶＤ、機材等の貸出 

③ 文字放送の活用 

④ インターネット（ホームページ、メール、ソーシャル・ 

ネットワーキング・サービス等）の活用 

 

県地域防災計画

の内容を反映 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県地域防災計画

の内容を反映 
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該当ページ 修正前 修正後 修正理由 

地震-42 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 防災訓練 

災害時に迅速かつ適確に行動するには、日常の訓練が必要で

ある。このため、関係機関相互の連携のもと、災害時の状況を

想定した実践的な訓練を定期的、継続的に実施するとともに、

被災時の男女のニーズの違い等男女双方の視点に配慮する           

                              

                              

                              

         よう努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 防災訓練 

災害時に迅速かつ適確に行動するには、日常の訓練が必要で

ある。このため、関係機関相互の連携のもと、災害時の状況を

想定した実践的な訓練を定期的、継続的に実施するとともに、

被災時の男女のニーズの違い等男女双方の視点に配慮するこ

とに加え、家庭動物の飼養の有無による被災時のニーズの違い

に配慮するよう努めるとともに、物資の備蓄状況や運送手段の

確認、災害協定を締結した民間事業者等の発災時の連絡先、要

請手続等の確認を行うよう努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県地域防災計画

の内容を反映 
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該当ページ 修正前 修正後 修正理由 

地震-51 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 災害応急対策計画 

第１節 初動体制 

第２ 災害対策（警戒）本部の設置・運営 

２．阿見町災害対策本部の設置等 

(4) 災害対策本部の組織 

（省略） 

 

第２章 災害応急対策計画 

第１節 初動体制 

第２ 災害対策（警戒）本部の設置・運営 

２．阿見町災害対策本部の設置等 

(4) 災害対策本部の組織 

（省略） 

 
 

町機構改革を 

反映 
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該当ページ 修正前 修正後 修正理由 

地震-63 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 応援・派遣 

    （省略） 

第１ 自衛隊の災害派遣要請・受入 

１．派遣要請 

(1) 要請手続き 

  （省略） 

2) 町長は前記①の要求ができない場合には、その旨及び当該

地域に係る災害の状況を直接最寄りの部隊（陸上自衛隊武器

学校）に通知するものとし、速やかに知事に対してその旨を通

知するものとする。 

部隊（駐屯地） 連絡責任者 

陸上自衛隊武器学校 

（土浦駐屯地） 

総務課長（警備訓練班長） 

（時間外は駐屯地当直司令） 

陸上自衛隊関東補給処 

（霞ヶ浦駐屯地) 

警備課長 

（時間外は駐屯地当直司令） 

 

第３節 応援・派遣 

    （省略） 

第１ 自衛隊の災害派遣要請・受入 

１．派遣要請 

(1) 要請手続き 

  （省略） 

2) 町長は前記①の要求ができない場合には、その旨及び当該

地域に係る災害の状況を直接最寄りの部隊（陸上自衛隊後方

支援学校武器科部）に通知するものとし、速やかに知事に対し

てその旨を通知するものとする。 

部隊（駐屯地） 連絡責任者 

陸上自衛隊後方支援学校武器

科部 

（土浦駐屯地） 

総務課長（警備訓練班長） 

（時間外は駐屯地当直司令） 

陸上自衛隊関東補給処 

（霞ヶ浦駐屯地) 

警備課長 

（時間外は駐屯地当直司令） 

 
 

陸上自衛隊の組

織改編を反映 
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該当ページ 修正前 修正後 修正理由 

地震-64 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

地震-65 

 

 

 

 

 

(2) 災害派遣の活動範囲 

  （省略） 

項   目 内      容 

（省略） （省略） 

遭難者の捜索救助 

行方不明者、負傷者等が発生した

場合は、通常他の救援活動に優先

して捜索活動を行う。 

（省略） （省略） 

給食及び給水 
被災者に対し、給食及び給水を実

施する。 

（省略） （省略） 

通 信 支 援  
通信機器を用いて情報の収集及び

伝達を行う。 

広 報 活 動  
航空機、車両等を用いて、住民に対

する広報を行う。 

 

第２ 防災関係機関等への応援要請・受入 

(1) 法に基づく要請 

町長（本部班）は、以下の関係法令に基づいて職員の派遣等を要 

請する場合は、災害の状況、必要とする理由、内容、場所、期間等 

をできる限り明確にして文書又は緊急時は口頭で要請する。   

                              

                                      

                              

                               

                               

            

(2) 災害派遣の活動範囲 

  （省略） 

項   目 内      容 

（省略） （省略） 

遭難者等の捜索救助 

行方不明者、負傷者等が発生した

場合は、通常他の救援活動に優先

して捜索活動を行う。 

（省略） （省略） 

給食、給水及び入浴支援 
被災者に対し、給食、給水及び入浴

支援を実施する。 

（省略） （省略） 

            
                 

       

            
                 

        

 

第２ 防災関係機関等への応援要請・受入 

(1) 法に基づく要請 

町長（本部班）は、以下の関係法令に基づいて職員の派遣等を要 

請する場合は、災害の状況、必要とする理由、内容、場所、期間等 

をできる限り明確にして文書又は緊急時は口頭で要請する。なお、

町は、県に対し指定地方行政機関等への応急措置の実施要請がで

きない場合は、その旨及び町内の災害の状況を指定地方行政機関

等に通知するものとする。この場合において、通知を受けた指定

地方行政機関等は、その事態に照らし緊急を要し、県からの要請

を待ついとまがないと認めるときは、県からの要請を待たずに応

急措置を実施することができる。 

県地域防災計

画の内容を反

映 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県地域防災計

画の内容を反

映 
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該当ページ 修正前 修正後 修正理由 

地震-66 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震-70 

 

(5) 受け入れ体制の確立 

  （省略） 

町は、応援職員等が宿泊場所を確保することが困難な場合を

想定し、公共施設の空きスペース、仮設の拠点や車両を設置でき

る空地等の確保に配慮する。 

 

 

 

 
 

第４節 被害軽減対策 

第１ 避難指示・指導 

５．広域一時滞在 

(2) 広域一時滞在の受入 

  （省略） 

  2) 受入公共施設等の確保 

   町は、被災者を受け入れる公共施設等を決定し、直ちにその

内容を当該公共施設等の管理者及びその他内閣府令で定める

者に通知するとともに、その内容を県に報告する。        

                                 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

(5)受け入れ体制の確立 

  （省略） 

町は、応援職員等が宿泊場所を確保することが困難な場合を  

 想定し、公共施設の空きスペース、仮設の拠点や車両を設置でき

る空地など宿泊場所として活用可能な施設等のリスト化に努め

るものとする。 

 

 

 
 

第４節 被害軽減対策 

第１ 避難指示・指導 

５．広域一時滞在 

(2) 広域一時滞在の受入 

  （省略） 

  2) 受入公共施設等の確保 

   町は、被災者を受け入れる公共施設等を決定し、直ちにその

内容を当該公共施設等の管理者及びその他内閣府令で定める

者に通知するとともに、その内容を県に報告する。なお、受け

入れた被災者に対しては、必要な支援情報を提供するものと

する。 

県地域防災計画

の内容を反映 

 

 

 

 

 

 
 

県地域防災計画

の内容を反映 
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該当ページ 修正前 修正後 修正理由 

地震-86 

地震-87 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５節 被災者生活支援 

第２ 避難生活の確保 

１．避難所の開設 

(3) 県への報告等 

  1) 避難所を開設した場合には、               

         直ちに次の事項を県に報告する。 

① 避難所開設の目的 

② 箇所数及び収容人員 

③ 開設期間の見込み 

                 

 

 

２．避難所の運営 

(2) 自営運営体制の確立 

  （省略） 

  また、町（避難班）は指定避難所の運営に関し、役割分担を明 

確化し、避難者に過度の負担がかからないよう配慮しつつ、避難 

者が相互に助け合う自治的な組織が主体的に関与する運営に早 

期に移行できるよう、その立ち上げを支援するものとする。この 

際、                       避難生

活支援に関する知見やノウハウを有する地域の      人

材に対して協力を求めるなど、地域全体で避難者を支えること

ができるように留意する。 

その際、女性の参画を推進し、避難の長期化等必要に応じて   

男女のニーズの違い等男女双方の視点に十分配慮するよう努め

る。 

第５節 被災者生活支援 

第２ 避難生活の確保 

１．避難所の開設 

(3) 県への報告等 

1) 避難所を開設した場合に関係機関等による支援が円滑に講 

じられるよう、直ちに次の事項を県に報告する。 

① 避難所開設の目的 

② 箇所数及び収容人員 

③ 開設期間の見込み 

④ 全国共通避難所・避難場所ＩＤ 

 

 

２．避難所の運営 

(2) 自営運営体制の確立 

  （省略） 

また、町（避難班）は指定避難所の運営に関し、役割分担を明 

確化し、避難者に過度の負担がかからないよう配慮しつつ、避難

者が相互に助け合う自治的な組織が主体的に関与する運営に早

期に移行できるよう、その立ち上げを支援するものとする。この

際、避難生活支援リーダー／サポーター等の避難所運営・避難生

活支援に関する知見やノウハウを有する地域のボランティア人

材に対して協力を求めるなど、地域全体で避難者を支えること

ができるように留意する。 

その際、女性の参画を推進し、避難の長期化等必要に応じて性

によるのニーズの違い等、男女等の視点やこども・若者のニー

ズに応じた居場所の確保に十分配慮するよう努める。 

県地域防災計画

の内容を反映 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県地域防災計画

の内容を反映 
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該当ページ 修正前 修正後 修正理由 

地震-88 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 女性              への配慮 

男女のニーズの違い等に配慮し、以下の対策に努める。 

1) 災害直後から子育て・介護支援を実施する。 

2) 男女共有のスペースだけでなく、男女別のスペースを確保 

する。 

3) 授乳室や男女別トイレ、物干し場、更衣室、休養スペース  

        を設ける。 

4) 避難所の管理責任者は男女両方を配置する。 

5) 避難所自治組織には男女両方が参画し、役員のうち女性が 

３割以上参画する。 

6) 女性や子供に対する暴力等を予防するため、安全・安心の確 

保に配慮する。 

                                 

                    

 

 

 

(9) ペット同行者対策 

  （省略） 

その他、「第９ 愛玩動物の保護対策」（地震-104）による。 

(5) 女性やこども・若者への配慮 

男女のニーズの違い等に配慮し、以下の対策に努める。 

1) 災害直後から子育て・介護支援を実施する。 

2) 男女共有のスペースだけでなく、男女別のスペースを確保 

する。 

3) 授乳室や男女別トイレ、物干し場、更衣室、休養スペース、 

多目的トイレ等を設ける。 

4) 避難所の管理責任者は男女両方を配置する。 

5) 避難所自治組織には男女両方が参画し、役員のうち女性が 

３割以上参画する。 

6) 女性や子供に対する暴力等を予防するため、安全・安心の確

保に配慮する。 

7) こども・若者の居場所を確保するため、キッズスペースや学 

習スペースを設ける。 

 

 

 

(9) ペット同行者対策 

  （省略） 

その他、「第９ 家庭動物の保護対策」（地震-104）による。 

県地域防災計画

の内容を反映 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県地域防災計画

の内容を反映 
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該当ページ 修正前 修正後 修正理由 

地震-95 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５ 生活救援物資等の供給 

４．救援物資の募集・受入れ 

実施担当 避難班、          

  （省略） 

(3) 物資の集積・配送 

                               

                                 

                                 

                                 

避難所等へ直接供給できない場合は、物資集積拠点（候補施設：

県立医療大学体育館、茨城大学農学部体育館、ＪＡ水郷つくば阿

見営農経済センター（中央集荷所））を開設して物資を受け入れ、

ボランティア等の協力を得て仕分け・管理等を行う。また、トラ

ック協会等の協力を得て避難所等へ搬送する。各被災者等への

配布は、生活必需品に準ずる。 

 

５．（新設） 

            

 

                               

                                

                               

             

第５ 生活救援物資等の供給 

４．救援物資の募集・受入れ 

実施担当 避難班、物資対策班 

  （省略） 

(3) 物資の集積・配送 

  町（物資対策班）は、大規模な災害発生のおそれがある場合に

は、新物資システム（Ｂ―ＰＬＯ）を活用して備蓄状況の確認を

行うとともに、物資集積拠点を速やかに開設できるよう、施設管

理者等との連絡体制及び開設手順の確認に努めるものとする。

避難所等へ直接供給できない場合は、物資集積拠点（候補施設：

県立医療大学体育館、茨城大学農学部体育館、ＪＡ水郷つくば阿

見営農経済センター（中央集荷所））を開設して物資を受け入れ、

ボランティア等の協力を得て仕分け・管理等を行う。また、トラ

ック協会等の協力を得て避難所等へ搬送する。各被災者等への

配布は、生活必需品に準ずる。 

 

５．災害対応車両登録制度の活用 

実施担当 総務・受援班 

 

町（総務・受援班）は、災害時に活用可能なキッチンカー、トイ 

レカー、トレーラーハウス等について、国が整備する「災害対応車

両登録制度」を必要に応じて活用し、被災地のニーズに応じた迅速

な確保に努めるものとする。 

 

 

 

 

県地域防災計画

の内容を反映 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県地域防災計画

の内容を反映 
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該当ページ 修正前 修正後 修正理由 

地震-98 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震-104 

 

第６ 要配慮者の安全確保対策 

２．在宅避難行動要支援者の安全確保 

(1) 避難支援等 

  （省略） 

  また、町（福祉班）は、要配慮者の生活環境が確保できない場

合等、必要と認める場合には福祉避難所を開設し、避難所での生

活が困難な避難行動要支援者を収容する。                    

                                

                               

                           

 

 

第９ 愛玩動物の保護対策 

災害時には、飼い主不明の動物や負傷動物が多数生じると同

時に、多くの動物が飼い主とともに避難所に避難してくること

が予想される。このため、動物愛護の観点から、関係機関や獣

医師会、動物愛護関係団体等と協力体制を確立し、愛玩動物の

保護及び適正飼養について支援する。 

 （省略） 

 県は、動物指導センターを中心として住民避難の際に被災地

に残された愛玩動物の保護を行うとともに、関係機関等と協働

して愛玩動物の一時預かりや飼い主の発見に努める。 

 

第６ 要配慮者の安全確保対策 

２．在宅避難行動要支援者の安全確保 

(1) 避難支援等 

  （省略） 

  また、町（福祉班）は、要配慮者の生活環境が確保できない場

合等、必要と認める場合には福祉避難所を開設し、避難所での生

活が困難な避難行動要支援者を収容する。ただし、事前に福祉避

難所の対象となる者を把握し、関係者と調整の上、個別避難計画

等を作成した要配慮者が、避難が必要となった場合は、福祉避難

所へ直接避難することができるよう開設するものとする。 

 

 

第９ 家庭動物の保護対策 

災害時には、飼い主不明の動物や負傷動物が多数生じると同

時に、多くの動物が飼い主とともに避難所に避難してくること

が予想される。このため、動物愛護の観点から、関係機関や獣

医師会、動物愛護関係団体等と協力体制を確立し、家庭動物の

保護及び適正飼養について支援する。 

 （省略） 

 県は、動物指導センターを中心として住民避難の際に被災地

に残された家庭動物の保護を行うとともに、関係機関等と協働

して家庭動物の一時預かりや飼い主の発見に努める。 

 

県地域防災計画

の内容を反映 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県地域防災計画

の内容を反映 
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該当ページ 修正前 修正後 修正理由 

地震-105 

 

第６節 災害救助法関連業務 

１．救助法の適用申請  

  （省略） 

(1) 適用基準 

  （省略） 

5) （新設）                        

        

                              

                         

                              

     

                               

                                    

                                          

                               

                                        

                                             

 

第６節 災害救助法関連業務 

１．救助法の適用申請  

  （省略） 

(1) 適用基準 

  （省略） 

5) 災害救助法施行令第１条第１項第４号に基づく災害救助法 

の迅速な適用  

住家の滅失数が、明確でない場合であっても、次の事項を参 

考に災害救助法の迅速な適用を検討するものとする。 

① 県災害対策本部及び町災害対策本部が設置されているこ 

と。 

② 現に住家被害が発生している、又は発生する蓋然性が高 

いこと。 

③ 避難所が開設され、避難生活が継続すると見込まれるこ 

と（大規模停電、断水、孤立集落等を含む。）。 

上記の状況を踏まえ、町は県と連携し、必要に応じて災害救 

助法の適用について検討するものとする。 

県地域防災計画

の内容を反映 
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該当ページ 修正前 修正後 修正理由 

地震-106 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震-107 

 

２．救助法適用事務 

(2) 町長が実施する場合の担当班 

  （省略） 

                                 

6) 学用品の給与【避難班】 

7) 埋葬【町民班】 

8) 遺体の捜索及び処理【稲敷広域消防本部、情報班】 

9) 災害によって住居又はその周辺に運ばれた土石、竹木等で、

日常生活に著しい支障を及ぼしているものの除去【建築班】 

10) 応急仮設住宅の供与【建築班】 

11) 被災住宅の応急修理【建築班】 

12) 生業に必要な資金の貸与【福祉班】 

 

 

 

第７節 応急復旧・事後処理 

第１ 建築物の応急復旧 

   （省略） 

《大規模地震発生時の町の方針・目標》 

◎応急危険度判定の優先順位を明確にして、災害発生から２週

間程度で終了させる。 

◎地震発生から 20日以内に着工し、避難所の早期解消や応急仮

設住宅等の需要抑制につなげる。 

 

 

２．救助法適用事務 

(2) 町長が実施する場合の担当班 

  （省略） 

6) 福祉サービスの提供【福祉班】 

7) 学用品の給与【避難班】 

8) 埋葬【町民班】 

9) 遺体の捜索及び処理【稲敷広域消防本部、情報班】 

10) 災害によって住居又はその周辺に運ばれた土石、竹木等

で、日常生活に著しい支障を及ぼしているものの除去【建築

班】 

11) 応急仮設住宅の供与【建築班】 

12) 被災住宅の応急修理【建築班】 

13) 生業に必要な資金の貸与【福祉班】 

 

 

第７節 応急復旧・事後処理 

第１ 建築物の応急復旧 

   （省略） 

《大規模地震発生時の町の方針・目標》 

◎応急危険度判定の優先順位を明確にして、災害発生から 10

日間程度を目安とし終了させる。 

◎地震発生から 20日以内に着工し、避難所の早期解消や応急

仮設住宅等の需要抑制につなげる。 

 

 

県地域防災計画

の内容を反映 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県地域防災計画

の内容を反映 
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該当ページ 修正前 修正後 修正理由 

地震-115 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震-123 

 

第４ 清掃・防疫・障害物の除去・環境対策 

２．し尿処理  

    （省略） 

(5) 応援体制等 

  町（廃棄班）及び龍ケ崎地方衛生組合は、し尿の収集・処理に

必要な人員、運搬車両、処理施設等の確保にあたり、対応能力が

不足する場合には、県、他市町村、関係一部事務組合及び（一社）

茨城県産業資源循環協会、（一社）茨城県環境保全協会との協定

等を活用し、応援要請を行う。                               

                                

                            

 

 

 

第３章 災害復旧・復興計画  

第２ 支援金当の支援・貸付等 

６．母子及び父子並びに寡婦福祉資金の貸付 

 母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づき、災害により被害を受 

けた母子家庭及び父子家庭並びに寡婦に対し、その経済的自立と 

生活意欲の助長促進を図るため母子及び父子並びに寡婦福祉資 

金の貸付けを行う。 

なお、母子及び父子並びに寡婦福祉資金その他の公的資金の貸 

付を受けている世帯や、生活保護を受けている世帯は、生活福祉 

資金の貸付けの対象になる資金に制限がある。 

 

 

 

第４ 清掃・防疫・障害物の除去・環境対策 

２．し尿処理  

    （省略） 

(5) 応援体制等 

町（廃棄班）及び龍ケ崎地方衛生組合は、し尿の収集・処理に 

必要な人員、運搬車両、処理施設等の確保にあたり、対応能力が 

不足する場合には、県、他市町村、関係一部事務組合及び（一社） 

茨城県産業資源循環協会、（一社）茨城県環境保全協会との協定 

等を活用し、応援要請を行う。なお、必要に応じて、被災した汚 

水処理施設からバキューム車等により他の汚水処理施設へ汚水 

を運搬するなど、応急の汚水処理を実施するものとする。 

 

 

 

第３章 災害復旧・復興計画  

第２ 支援金当の支援・貸付等 

６．母子・父子・寡婦福祉資金の貸付 

母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づき、災害により被害を 

受けた母子家庭及び父子家庭並びに寡婦に対し、その経済的自 

立と生活意欲の助長促進を図るため母子・父子・寡婦福祉資金 

の貸付けを行う。 

なお、母子・父子・寡婦福祉資金その他の公的資金の貸付を受 

けている世帯や、生活保護を受けている世帯は、生活福祉資金 

の貸付けの対象になる資金に制限がある。 

県地域防災計画

の内容を反映 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県地域防災計画

の内容を反映 
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該当ページ 修正前 修正後 修正理由 

地震-124 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８．中小企業復興資金 

  被災した中小企業の再建を促進するための資金対策として、一

般金融機関及び政府系金融機関の融資並びに信用保証協会によ

る融資の保証、災害融資特別県費預託等により施設の復旧に必要

な資金並びに事業費の融資が迅速かつ円滑に行われるよう、県に

次の措置を要望する。 

 （省略） 

(4) その他の措置 

  一般金融機関及び政府系金融機関に対し、県資金を預託し資金

の円滑化を図る。県信用保証協会の保証推進のために必要な行政

措置を行う。 

８．中小企業復興資金 

  被災した中小企業の再建を促進するための資金対策として、

一般金融機関及び株式会社商工組合中央金庫の融資並びに信用

保証協会による融資の保証、災害融資特別県費預託等により施

設の復旧に必要な資金並びに事業費の融資が迅速かつ円滑に行

われるよう、県に次の措置を要望する。 

 （省略） 

(4) その他の措置 

  一般金融機関及び株式会社商工組合中央金庫に対し、県資金

を預託し資金の円滑化を図る。県信用保証協会の保証推進のた

めに必要な行政措置を行う。 

県地域防災計画

の内容を反映 
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該当ページ 修正前 修正後 修正理由 

地震-131 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 災害復興計画 

１．事前復興対策の実施 

  （新設）                         

                               

                               

                               

                               

                               

                    

 （省略） 

（新設）              

                               

                               

    

(3) 復興拠点の整備 

町（防犯・環境班）及び県は、本町の重要な災害復旧・復興拠

点となる避難所（小・中学校、公民館等）について、大規模災害

時にも最低限の拠点機能が維持されるように、停電時に必要最小

限の電力供給を可能とする再生可能エネルギー設備や蓄電設備

を事前に整備する。 

第３節 災害復興計画 

１．復興事前準備の実施 

 町は、大規模災害が発生した場合には、平時を大幅に超える 

事務が発生し、多くの時間と人手を要することを踏まえ、被災 

者の生活再建及び地域社会の早期復興を迅速かつ円滑に進める 

ため、防災・減災対策と並行して、被災後の復興を見据えた事 

前準備を推進するものとする。このため、復興手順の明確化、復 

興基礎データの整備、必要に応じて事前復興まちづくり計画の 

策定を含めた取組を進めるものとする。 

 （省略） 

(3) 「事前復興まちづくり計画」の策定 

  町（情報班）は、被災後に早期かつ的確に復興まちづくりを行

えるよう、「事前復興まちづくり計画」の策定に努めるものとす

る。 

(4) 復興拠点の整備 

町（防犯・環境班）及び県は、本町の重要な災害復旧・復興拠

点となる避難所（小・中学校、公民館等）について、大規模災害

時にも最低限の拠点機能が維持されるように、停電時に必要最

小限の電力供給を可能とする再生可能エネルギー設備や蓄電設

備を事前に整備する。 

県地域防災計画

の内容を反映 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


